


2025年9月5日（金）13時〜14時 オンライン開催

弁護士  松井春樹（越水法律事務所）
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講師自己紹介

弁護士（第二東京弁護士会）。IT/AI、労働、訴訟・紛争解決が専門。森・濱田

松本法律事務所にて、コーポレート業務、IT/AI分野での経験を積んだ後は、

企業の顧問業務に加え、使用者・労働者双方の人事労務関係の法的助言や

紛争案件に関与。スポットワークサービスを試し、実際にスポットワークに従

事したほか自身もマッチング後のキャンセルを経験した。関係者や専門家の

声も広く聞いており、スポットワークサービス全体の法律やコンプライアンス上

の問題についての知見をもつ。25年9月1日、テレビ東京WBSでスポットワー

クにおける未払賃金問題について専門家としてコメントもした。

（経歴）

2020年　司法試験合格

2021年　東京大学法学部卒業

2022年　森・濱田松本法律事務所

2025年　越水法律事務所参画 連絡先：support@matsuiharuki.com
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「知らない」
では済まされない4
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４つの「知らない」では済まされない
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1、労務リスクは基本雇用企業のみ
2、雇用契約の成立時期は原則応募完了時
3、過去の未払い賃金問題
4、将来の未払い賃金問題
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01.７月の厚労省リーフレットと契約構造の再整理

02.過去の未払賃金問題〜総額３００億円以上？〜

03.専門家からのコメント

　（労働法水町勇一郎教授、公認会計士小田部真司先生）

04.雇用企業に求められる対応

05.補足：将来の未払賃金問題？〜 9月以降の解約可能事由〜

06.質疑応答
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01

７月の厚労省リーフレット
と契約構造の再整理

2025年7月4日厚生労働省
「「スポットワーク」の労務管理（使用
者向けリーフレット）」
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７月の厚労省リーフレットの要点①：雇用企業の位置付け

雇い入れの責任者は雇用企業 であり、アプリ事業者ではない。

→労働基準法等の遵守が求められ、労務リスクを負うのは基本雇用企業

アプリ事業者
（仲介事業者）

労働者
雇用企業
（事業主）

①求人掲載②応募
②’マッチング

③雇用契約（労働契約）の締結

9



７月の厚労省リーフレットの要点②：契約の成立時期

雇用契約の成立時期 は、一般的に

応募完了時点（マッチング時点） であり、業界

で取られてきた出勤日でない。

→キャンセルの可否に大きく影響
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これまでの主要アプリ事業者の整理

＝雇用契約の成立時点は出勤日か出勤時（出勤時点）！
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平たく言うと

①労働すること、②①に賃金を払うこと

の合意が成立すれば、その時点で契約成立

どうしてマッチング時に成立するの？

労働契約法第６条 （労働契約の成立）

労働契約は、労働者が使用者に使用されて労働し、使用者がこれに対して賃金を支

払うことについて、労働者及び使用者が合意することによって成立する。
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Q：スポットワークで

①労働すること、②①に賃金を払うことの合意はいつ生まれる？

A：スポットワーク＝選考はなく先着順で決まって、即マッチング

→労働者は応募の時点で労働し賃金をもらうことを申し込む

使用者も先着順としている以上、定員の中で申し込まれた時点でその人にな

ることを認めた（承諾した）こととなるのが自然

→応募時点（マッチング時点）で契約成立と考えられる。

実質的にもマッチング後の労働者のキャンセルは評価が下がるし、マッチング

後に使用者からメッセージを送る例もあるので妥当と思われる。



厚労省リーフレットを

読んでみよう！

要点①
雇用企業の位置付け

要点②
雇用契約の成立時期

2025年7月4日厚生労働省
「「スポットワーク」の労務管理（使用者向けリーフレット）」本文１頁目 14
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過去の未払賃金問題

〜総額３００億円以上？〜

※ご本人の承諾を得ております
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厚労省の７月の発表を受けた業界の対応

スポットワーク協会は７月４日の発表を受け、

９月１日以降下記の方針を発表

①雇用契約の成立時期はマッチング時とすること

②キャンセルできる場合（解約可能事由）を限定

→厚労省の見解はルール変更なのか？
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厚労省の７月４日の発表は

以前からある労働契約法６条（労働契約の成立時期の規定）

の解釈を示しただけ。

「解釈の変更で９月１日以降対応すれば足りる」と言う話ではない。

→過去も原則同じ解釈で再検証すべき

厚労省発表はルール変更でない ！
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過去のキャンセルはどう判断されうるか？

● 論点①：過去について雇用契約がマッチング時に成立したか。

→雇用契約が成立していなければ原則問題なし。

● 論点②：過去に雇用契約が成立するとして、キャンセルはどのような

枠組みで判断されるのか。

→キャンセルの有効・無効はどう判断されるのか。
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論点①：過去について雇用契約はマッチング時に成立したか。

● 雇用契約は過去の分についてもマッチング時に成立する と考える
①厚労省も選考がない場合、一般的にマッチング時に成立との立場

②出勤時との合意はあっても、実態においては労働契約法６条の労務提供と賃

金支払の合意が生じた時点はマッチング時点となっている

③出勤時との合意は休業手当逃れとして労基法２６条違反の疑い

④「当日はお願いします。」との雇用企業から労働者へのメッセージ
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論点②：キャンセルの有効性の判断枠組み

● 雇用契約がマッチング時に成立する場合、そのキャンセルは有期雇用の中途解約に当たり「やむ

を得ない事由」（労働契約法１７条１項、民法６２８条）のない限り、無効

○ 一般的な正社員における解雇を正当化する事由（いわゆる解雇権濫用法理）よりも限定された、

重大な事由が必要と考えられる。

■ 解雇権濫用法理、整理解雇の法理等に照らして判断。

■ 有期雇用の中途解約は基本的に無効であり、裁判上は使用者側が「やむを得ない事由」を立

証して初めて有効と判断される。

○ 無効な解約の場合、雇用企業の故意・過失と言えるので、

民法５３６条２項に基づき賃金全額の請求が可能

※時効の関係で過去３年分に限り請求可能。

※労基法２６条に基づく平均賃金の６割以上の休業手当を請求する 筋も
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私が直接聞いたスポットワーカーのキャンセル事例

（60代男性、週2-4回利用、軽作業）

● ２５年７月軽作業の求人に申込み、マッチング。

● 直後に「当日宜しくお願い致します。」のメッセージ。

● その後、アプリ事業者から企業の依頼でキャンセルされたと通知。

● キャンセル理由のページに飛んでも具体的に何が理由か不明。

● キャンセル理由をアプリ事業者に問い合わせても答えないと説明。

● キャンセル後はアプリ上のメッセージ画面は削除され、雇用企業との連絡

手段を喪失。

※本人の同意を得た実際のケースです。
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問い合わせが来ても答えない方針
（9/1以降は変更） 24



キャンセル経験率： ２９.７％

参照：ディップ社調査
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スポットワーク勤務時間短縮経験率： ３１.６％

参照：ディップ社調査
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未払賃金請求可能の認知率： ７４％が知らない

参照：ディップ社調査
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未払い賃金３００億円以上？

ディップ株式会社「スポットバイトル」 9月以降の対応について 」

３年間の市場の

総支払賃金額

２３１９億円

ディップ社の

キャンセル率

１３.９%
３２４億円

（試算）
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過去の未払賃金問題のまとめ

● 厚労省の見解は当然に過去にも妥当し、

過去の雇用契約の成立時期は応募完了時
と解釈される可能性が高い。

● 上記の場合、過去のキャンセルは基本的に無効。

● 労働者は賃金全額を雇用企業に請求可能 と考えられる。

● 未払賃金全額は業界全体で３００億円以上 という試算

29
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03 専門家からのコメント①

1990年東京大学法学部卒業。東北大学法学部助教授、パリ西大学客員教授、ニュー

ヨーク大学ロースクール客員研究員、東京大学社会科学研究所教授などを経て、

2024年4月より早稲田大学法学学術院・法学部教授。専門は労働法学。

働き方改革実現会議議員、新しい資本主義実現会議三位一体労働市場改革分科会

委員、規制改革推進会議働き方・人への投資ワーキング・グループ専門委員、労働基

準関係法制研究会参集者等を歴任。

著書：『労働法〔第 10版〕』（有斐閣、2024）、『詳解  労働法〔第3版〕』（東京大学出版

会、2023）、『労働法入門〔新版〕』（岩波書店、 2019）

『社会に出る前に知っておきたい  「働くこと」大全』（KADOKAWA、2025）

水町勇一郎教授（労働法）



水町勇一郎教授へのご質問

①過去の労働契約の成立時点は応募完了時か出勤時か？

②過去の解約はどのような基準で有効性が判断されるのか？
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03 専門家からのコメント②（動画）
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2008年　公認会計士論文式試験合格

2009年    大手監査法人に入所

上場会社、上場準備会社、公益法人、国立大学法人の監査業務やIFRS導入支

援等の非監査業務等に従事。

2016年　IPO準備ベンチャー企業に入社し、管理部門業務（経理、財務、労務、

法務）及びIPO準備業務全般に従事し、同社マザーズ市場上場を経験。

2019年　税理士法人傘下の独立系FASに入社し、上場企業向け会計コンサル

やIPOコンサル、財務DDや株価算定などの業務を経験。

2022年    小田部公認会計士事務所を開業

上場企業向け決算支援・J-SOX支援、 IPO支援、M&Aアドバイザリー業務等に

従事。

小田部公認会計士事務所代表

公認会計士　小田部真司



過去の未払賃金問題への対応（決算関連）

● 未払賃金債務の発生⇒財務諸表への反映が必要 。

○ 金額が確定している場合：確定額を負債計上（未払金など）

○ 金額が確定していない場合：概算額を負債計上（引当金など）

⇒金額確定前でも、概算ベースで負債計上が必要になる。

● 原則として、未払賃金債務の 金額の大小にかかわらず 、直近or翌四半期

の決算で計上が必要だが、実務上は 金額的重要性により少し対応が異

なる。

● 早急に金額の試算を行い、監査法人と相談のうえ会計処理・開示方針を

決めることが重要。

● 対応が遅れる場合、 決算発表の遅延、訂正開示などのリスクあり。

※個別の会計処理や税務処理については、監査法人や顧問税理士にご相談ください。

※公認会計士作成
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04

雇用企業に求められる

実務的対応
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過去の未払賃金問題への対応①

● 未払賃金債務の発生を前提とする対応が必要 と考えられる。

○ 未払賃金債務は第一義的に雇用企業が支払義務

○ 法務リスク：未払賃金の放置は労基署の立ち入り、労働者からの訴

訟、年14.6％の遅延損害金等による企業価値の毀損、取締役の任

務懈怠責任の可能性。

○ 財務リスク：財務諸表への適切な反映 の必要性。

○ ガバナンスリスク ：額の多寡を問わず 未払賃金の放置は

コンプライアンス上問題
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過去の未払賃金問題への対応②

● まずは未払賃金の返済に向けた対応を進めることが望ましい。

○ 未払賃金支払義務を負うのは原則雇用企業。

○ 但し...キャンセル履歴見れない問題＋併存的債務引受による通知等

● アプリ事業者への責任追及の可能性

  →総合的な判断が必要です。弁護士にご相談ください。

アプリ事業者
（仲介事業者）

労働者
雇用企業
（事業主）

？

未払賃金支払請求

（民法536条2項）

36併存的債務引受
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05：補足

将来の未払賃金問題

〜9月以降の解約可能事由の疑義〜
2025年7月スポットワーク協会
「スポットワークサービスにおける適
切な労務管理へ向けた考え方（リーフ
レット）」

37

https://www.jaswa.or.jp/wp-content/uploads/2025/07/%E3%82%B9%E3%83%9D%E3%83%83%E3%83%88%E3%83%AF%E3%83%BC%E3%82%AF%E5%8D%94%E4%BC%9A%E3%83%AA%E3%83%BC%E3%83%95%E3%83%AC%E3%83%83%E3%83%88-1.pdf
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https://www.jaswa.or.jp/wp-content/uploads/2025/07/%E3%82%B9%E3%83%9D%E3%83%83%E3%83%88%E3%83%AF%E3%83%BC%E3%82%AF%E5%8D%94%E4%BC%9A%E3%83%AA%E3%83%BC%E3%83%95%E3%83%AC%E3%83%83%E3%83%88-1.pdf


厚労省の７月の発表を受けた業界の対応

スポットワーク協会は７月４日の発表を受け、

９月１日以降下記の方針を発表

①雇用契約の成立時期はマッチング時とすること

②キャンセルできる場合（解約可能事由）を限定

→②の解約可能事由は有効か？

38



協会発表のキャンセル事由

（解約可能事由）①

● 労働者の問題による解約

は時期を問わず有効。

● 雇用企業都合の解約は24
時間前であれば有効。



キャンセル事由（解約可能事由）②

● 1~8：労働者都合

● 9~11：企業都合

労働者都合は基本問題なし（私見）

企業都合は？？？
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雇用企業都合の解約可能事由の無効の可能性

雇用企業都合の解約可能事由（９〜１１号） は

２４時間以前であっても

通説的な労働法の解釈に照らすと無効の可能性。

　解約可能事由：３項目

　9. 天災等の不可抗力によらない営業中止のとき

　10. 大幅な仕事量の変化による募集人数の変更が必要となったとき

　11. 掲載ミス（業務内容、日時の誤り）があったとき
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なぜ雇用企業都合の解約が問題なのか？①

● 24時間前まで解約可能事由として認めるということは、

①解約を有効とできるか（既存の解雇法理との関係）

②休業手当すら不要にできるか（労基法２６条との関係）

という２段階の審査で問題とないと言える必要がある。
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なぜ雇用企業都合の解約が問題なのか？②

①解約を有効とできるか（既存の解雇法理との関係）

● 採用内定後の取消について解雇権留保付労働契約とし

た上で、整理解雇の法理を適用した裁判例の存在

○ 整理解雇の4要素or要件（人員削減の必要性、解雇回

避努力、人選の合理性、手続の妥当性）

● 解雇を緩める合意をしても解雇できる訳ではない

　②休業手当不支給とできるか（労基法２６条）

● 基本的に不可抗力以外の事業主都合を含む
43



雇用企業都合の解約が無効となれば ...

→将来の未払賃金問題？
● 無効な解約の場合、過去の未払賃金問題同様に

雇用企業の故意・過失に当たり、

民法５３６条２項に基づき賃金全額の請求が可能 と考えられる。

● すなわち、現在の協会が公表している解約可能事由に照らすと

労働法の観点からは、将来にも再度未払賃金が発生し続ける

可能性があると言える。

44



水町勇一郎教授のご見解

協会の解約可能事由については

どのようにお考えか？

45
水町勇一郎教授

（労働法）



将来の未払賃金問題への対応

● 協会の出した特に雇用企業都合の解約可能事由（９〜１１号）は

これまでの労働法の通説的見解を前提とすると無効の可能性。

→過去同様の未払賃金債務を再度負いかねない。

● 既に各種メディアも取り上げており、見直しがなされる可能性。

○ 本件の議論が落ち着くまでは、９〜１１号に基づく雇用企業都合の

解約は控えることが無難
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本セミナーのまとめ

● スポットワークは求人サイドの雇用企業が労務リスクと責任を負う

サービスである。

● 過去の未払賃金問題 ：過去３年分のキャンセルについて賃金全額を

未払賃金として雇用企業が支払義務を負う可能性が高い。

　⇨雇用企業は未払賃金の返済に向けた対応が必要 と考えられる。

　⇨会計士・税理士・弁護士への相談を 。

● 将来の未払賃金問題 ：協会の解約可能事由（９号〜１１号：雇用企業

都合の解約）は無効になる可能性。

⇨雇用企業は企業都合で解約しないのが望ましい 。



４つの「知らない」では済まされない
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1、労務リスクは基本雇用企業のみ
2、雇用契約の成立時期は原則応募完了時
3、過去の未払い賃金問題
4、将来の未払い賃金問題



スポットワークサービスで
責任を問われるのは
雇用企業の皆さんです！

49

「知らない」では済まされない
「知らなかった」でも済まされない。

早急に相談・対応を進めましょう。


